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① ⼟地利⽤の基本的な⽅針について
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（１）⼟地利⽤ ー ①⼟地利⽤の基本的な⽅針についてー
2009年（⼈⼝密度） 2024年（⼈⼝密度）

※住⺠基本台帳を基に作成 ※住⺠基本台帳を基に作成

市街化区域内
人口密度 低↓

市街化調整区域内
人口密度 高↑
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開発許可の分布

〇50⼾連たん制度により、市街化区域に近
接した市街化調整区域において、50⼾以
上の建築物が連たんし、⼈⼝が増加した。
※2021年度（令和3年度）制度廃⽌

⼟地利⽤状況

開発許可

※⻩⾊が住宅⽤地

※赤⾊が市街化区域
※⻩⾊の○が開発箇所

（１）⼟地利⽤ ー ①⼟地利⽤の基本的な⽅針についてー
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※住⺠基本台帳を基に作成

2024年（⼈⼝密度）2009年⇒2024年
（⼈⼝増減）

※住⺠基本台帳を基に作成

市街化調整区域内
人口増加

※50⼾連たん制度

市街化区域内
人口減少

市街化区域内
人口密度 低↓

市街化調整区域内
人口密度 高↑

（１）⼟地利⽤ ー ①⼟地利⽤の基本的な⽅針についてー
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【問題】
〇このまま⼈⼝減少が進⾏すると、商圏⼈⼝の減少（⼈⼝密度が低くなる）に伴い、
医療・福祉・商業等の生活に必要な都市機能が衰退していく。

・市街化区域内の⼈⼝減少に伴い低密度化が進⾏。
・市街化調整区域内へも⼈⼝が低密度に広がり、市街化区域内に収まっていない。

（１）⼟地利⽤ ー ①⼟地利⽤の基本的な⽅針についてー
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区域区分
（市街化区域・市街化調整区域）

出典︓備後圏域都市計画マスタープランP35

〇区域区分（市街化区域・市街化調整区域）
の面積は、福山市・尾道市・三原市・府中市
を含む備後圏域全体の将来⼈⼝推計を加味
して計画されている。（広島県決定）

〇市街化区域内の計画⼈⼝（⼈⼝フレーム）
は、基準年次2015年（平成27年）から
2030年（令和12年）までの15年間で、
約２万⼈減少すると⾒込んで計画されている。

市街化区域

（１）⼟地利⽤ ー ①⼟地利⽤の基本的な⽅針についてー
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【⼟地利⽤の基本的な⽅針】

〇⼈⼝減少・少子高齢社会を迎える中で、都⼼核・地域交流拠点・
地区生活拠点の各地域ごとに、コンパクトで快適に暮らせる都市と
なるよう⼟地利⽤を図ります。（都市のコンパクト化）

〇将来的な⼈⼝密度を維持していくためにも、市街化区域の拡大は
原則⾏いません。

〇近年の激甚化・頻発化する大規模な災害へ対応していくため、
⼟砂災害特別警戒区域など、市街化区域内の災害リスクの高い
区域については、市街化調整区域へ編入することを基本的な考え⽅
とします。

（１）⼟地利⽤ ー ①⼟地利⽤の基本的な⽅針についてー
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② ⼟地利⽤について

ー 住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地 ー

【⽤途地域の指定】
⽤途地域は、市街化区域内で定めてお
り、それぞれの区域を定めることにより、
建築できる建物の⽤途を制限しています。
例えば、住宅専⽤や⼯業専⽤などの相
性の悪い組み合わせが隣り合わないよう
に⽤途地域を配置して制限しています。
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（１）⼟地利⽤ ー ②⼟地利⽤について（住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地） ー
⽤途地域

58
%

10
％

32
％

【住居系⽤途 ７⽤途】
商業系⽤途の周辺市街地において、良好な住環境
の保全を図る。

【商業系⽤途 ２⽤途】
鉄道駅や幹線道路のある市街地の中⼼部において、
生活利便性の向上や都市のにぎわいの創出を図る。

【⼯業系⽤途 ３⽤途】
臨海部の⼯業地域を中⼼に、内陸は⼯業団地や⼀
団の地域において、経済活動の活性化や雇⽤の創出
を図る。

⽤途地域の大分類
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※令和3年度都市計画基礎調査をもとに作成

〇⽤途地域に応じた⼟地利⽤が
概ね図られている。

⼟地利⽤状況(住宅地)⽤途地域

〇商業系⽤途の周辺市街地に
住居系⽤途を指定

※⻩⾊が住宅地

※⻩⾊が住居系⽤途

（１）⼟地利⽤ ー ②⼟地利⽤について（住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地） ー
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※赤⾊が商業地

※赤⾊が商業系⽤途

〇鉄道駅や幹線道路のある
市街地の中⼼部に商業系
⽤途を指定 ※令和3年度都市計画基礎調査をもとに作成

⼟地利⽤状況(商業地)⽤途地域

〇⽤途地域に応じた⼟地利⽤が
概ね図られており、鉄道駅周辺や幹
線道路沿道など交通の利便性が高
いエリアへ⽴地している。

（１）⼟地利⽤ ー ②⼟地利⽤について（住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地） ー
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【問題】
〇⼯業系⽤途が住宅⽤地として
使われている住⼯混在地区がある。
〇市街化区域内で新たな産業⽤
地確保が困難な状況にある。

〇臨海部の⼯業集積地や
内陸の⼯業団地を中⼼に
⼯業系⽤途を指定

⼟地利⽤状況(⼯業地)⽤途地域

※⻘⾊が⼯業地

※⻘⾊が⼯業系⽤途

（１）⼟地利⽤ ー ②⼟地利⽤について（住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地） ー

〇内港周辺の港湾利⽤・
⼯業地が減少。
〇内港の環境改善により、
⼀部地域が住宅に転換
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※令和3年度都市計画基礎調査をもとに作成

【問題】
〇担い⼿不⾜等の影響により、耕作放棄地
が増加傾向にある。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都市計画区域

市街化調整区域

市街化区域

田 畑 山林 水面
耕作放棄地 その他の自然地 住宅用地 商業用地
工業用地 農林漁業施設用地 公共・公益施設用地 道路用地
交通施設用地 公共空地 その他の空地

※令和3年度都市計画基礎調査

耕作放棄地1.4％ 耕作放棄地3.7％

耕作放棄地イメージ

⼟地利⽤状況(農⽤地)⼟地利⽤状況(耕作放棄地)
（１）⼟地利⽤ ー ②⼟地利⽤について（住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地） ー
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【住宅地】
〇都⼼核の周辺部については、徒歩や⾃転⾞などで⾏動できる範
囲に都市機能が集積している利便性の高い住宅地として、比較的
高密度な市街地の形成を図ります。

〇地域交流拠点周辺の住宅地については、地域の環境や特性に応じ
た住宅・宅地を保全すると共に、空き家・空き地の対策を進めます。

〇基盤整備が不⼗分な地域については、⺠間開発などにより、
住環境基盤の整った良好な住宅地の形成を図ります。

【⼟地利⽤⽅針】

【商業地】
〇鉄道駅や幹線道路周辺の市街地において、商業・業務・サービスな
ど、既存の集積を生かした⼟地利⽤を促進することで、利便性の高い
市街地を形成します。

（１）⼟地利⽤ ー ②⼟地利⽤について（住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地） ー
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【⼯業地】
〇市街地内の⼯業地については、住⼯混在地区の改善に向け、
⼯場の集約配置や地区計画制度の活⽤などを促進します。

〇⼯業集積地については、国際物流の拡大に対応した港湾機能の
強化や高速道路との接続強化を進め、今後とも本市の産業拠点と
してさらなる機能強化を図ります。
〇新たな産業⽤地の確保を進めるため、農業振興部局との連携を図
りつつ、市街化調整区域内にある⼟地の弾⼒的な活⽤を検討します。
【農⽤地】
〇優良な農地については、農業基盤整備により生産性向上、農地の
集約化を図るとともに、開発許可制度の適切な運⽤により、無秩
序な⼟地利⽤転換の防⽌に努めます。
〇集団性のある農地に市内外の経営⼒のある担い⼿の誘致を推進し、
それ以外の農地では収益性の高い園芸作物や施設栽培等を推進
することなどにより、⼟地の適性に応じた有効な⼟地利⽤を進めます。

（１）⼟地利⽤ ー ②⼟地利⽤について（住宅地・商業地・⼯業地・農⽤地） ー
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（１）⼟地利⽤の論点

⼟地利⽤の⽅針についてどう思い
ますか︖

最重要論点
年後を見据えた20

〇地域ごとにコンパクトで快適に暮らせる都市
〇災害リスクの高い区域を市街化調整区域へ編入
〇鉄道駅や幹線道路周辺の市街地において、
既存の集積を生かした⼟地利⽤を促進

〇市街化調整区域における⼟地の適正に応じた
弾⼒的な活⽤


